
 

「高効率レーザープロセッシング推進」コンソーシアム規約 

 

（名称）  

第１条 本コンソーシアムは、国立大学法人東京大学光量子科学連携研究機構が推進する

次世代レーザー加工技術に係わる事業につき、第２条に定める目的に賛同する法人が集

まり、相互に協力し、第３条に定める活動を共同して行うものであり、「高効率レーザ

ープロセッシング推進」コンソーシアム（以下「本コンソーシアム」という。）と称す

る。 

２ 本コンソーシアムの英文名称は、「Consortium for Technological Approaches 

toward Cool laser Manufacturing with Intelligence」とする。  

 

 

 

 



（目的）  

第２条 本コンソーシアムは、次の各号に掲げる目標を実現するために活動することを目

的とする。 

(1) レーザーによる、ものづくりの革新に資する産学官の協創基盤の構築を行い、こと

づくり、ものづくり、その基盤技術や材料開発までを含む垂直連携・水平連携を推

進する。 

(2) レーザー加工における革新的な知の創出から、橋渡し・社会実装までの一貫したイ

ノベーションエコシステムを確立する。  

(3) 会員間で横断的に共働することで、全体での一体感のある協調領域の実現を目指

し、成果の事業化及びユーザー企業への展開を促進する体制を整備する。 

(4) レーザー加工プラットフォーム・データベースの最大利活用とオープンイノベーシ

ョン拠点を活用した成果の普及・波及効果の最大化を図り、成果知財のワンストッ

プ運営による事業化の促進支援を行う。 

 

（活動）  

第３条 本コンソーシアムは、前条の目的を達成するために次の各号に掲げる活動を行

う。  

(1) 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ」とい

う。）「高輝度・高効率次世代レーザー技術開発」プロジェクトを始めとしたレー

ザー加工技術の研究開発に関するプロジェクトや個別テーマの連携の促進 

(2) 国内外のレーザー技術開発に関する情報交換及び情報収集  

(3) 研究開発成果の管理、活用、および情報発信  

(4) その他レーザー技術開発推進に必要な活動  

  

削除: ホーム



 

（構成） 

第４条 本コンソーシアムは、第２条の目的に賛同し、本コンソーシアムに参画を希望す

る日本国内に活動実態のある法人又は幹事会が必要と認めた法人であって、本規約の規

定により本コンソーシアムへの入会を承認された者（以下「会員」という。）をもって

構成する。  

２ 会員のうち、本コンソーシアムの企画・運営に参画する会員を「幹事会員」、企画・

運営を支援する会員を「連携会員」とし、その他の会員を「一般会員」とする。 

３ 前項にかかわらず、会員のうち、次の各号のいずれかに該当する会員は「国外連携会

員」とする。 

(1) 外国法令に基づいて設立された法人（外国の公的機関にあっては、当該機関を代表

して契約を締結する権限を有する契約主体を含む）。 

(2) 日本法令に基づいて設立された法人であって、前号の法人との間に資本、経営又は

実質的な指示関係を有するもの。 

４ 会員は、自薦又は幹事会員の推薦、あるいは国外連携会員の要件の該当性に変更があ

ったことを事務局に報告することにより、幹事会の決議を経て会員種別を変更すること

ができる。 

  

削除: 、日本国外の法人、団体又は個人との間に資

本、経営若しくは実質的な指示関係を有し、日本法人

からの技術又は情報の提供が外国為替及び外国貿易法

上の「みなし輸出」に該当し得る会員は一律に「国外

連携会員」とする。…

削除: ３

削除: 該非



（入退会）  

第５条 本コンソーシアムに会員として入会を希望する者は、所定の入会申請書（本コン

ソーシアムの活動に参加する自己の所属者（以下「登録者」という。）の一覧を含む）

を国立大学法人東京大学光量子科学連携研究機構に提出するものとする。 

２ 国外連携会員の区分によって入会を希望する場合は、幹事会員１会員以上の推薦を得

て入会申請書を提出するものとする。 

３ 第１項又は第２項による入会申請書の提出があったときは、幹事会においてその可否

を決定し、代表が当該入会希望者に通知するものとする。  

４ 会員が本コンソーシアムを退会しようとするときは、退会１４日前までに所定の退会

申請書を国立大学法人東京大学光量子科学連携研究機構に提出しなければならない。 

 

（会員の権利及び義務） 

第６条 会員は次の各号の権利を有する。 

(1) 会員は、本コンソーシアムの活動に参画する権利を有する。 

 (2) 幹事会員は、第２２条に規定する会費を納入することにより、幹事会において一の

議決権を有する。 

 (3) 幹事会員及び連携会員は、第２２条に規定する会費を納入することにより、連携会

議に参加できる。 

 (4) 国外連携会員は、本コンソーシアムの公開の活動、レーザー加工プラットフォーム

の利用、事前に会議主催者から承認を得た会合、そのほか幹事会が承認した活動に

のみ参加できる。 

 (5) 幹事会員、連携会員及び一般会員の登録者のうち、技術又は情報の提供において、

輸出管理上の確認（該非判定等）が必要となり得る者については、前号に準じて取

り扱う。 

２ 会員は、次の各号の義務を負う。 

(1) 会員は、本コンソーシアムの定める規約その他本コンソーシアムの運営に関わる諸

規則を遵守し、幹事会の決議に従い、第２条の目的に則って本コンソーシアムの活

動を行わなければならない。 

(2) 会員は、第２２条第１項に規定する年会費を負担しなければならない。 

(3) 会員のうち、第１７条に規定するワーキンググループ（以下「ＷＧ」という。）に

参加する会員は、第２２条第２項の規定に従い、年会費とは別にＷＧ会費を負担し

なければならない。 

(4) 会員は、別途定める本コンソーシアムの活動に参加する場合は、各活動で規定され

た会費や料金を負担しなければならない。 

 

（除名）  

削除: ２

削除: 前項

削除: ３

削除: レーザー加工プラットフォームの利用、



第７条 会員が次の各号のいずれかに該当するときは、幹事会は、その決議を経て、これ

を除名することができる。  

(1) 本規約に違反したとき。  

(2) 本コンソーシアムの名誉を傷つけ、又は本コンソーシアムの目的に反する行為をし

たとき。 

(3) 正当な理由なく会費を滞納し、役員からの勧告を受けても改善が見られないとき。 

(4) その他除名すべき相当な事由があるとき。 

 

（役員）  

第８条 本コンソーシアムに、次の役員を置く。  

(1) 代 表  １名  

(2) 副代表  １ないし２名  

(3) 幹 事  若干名  

 

（役員の選任）  

第９条 代表は、幹事会員の登録者から、幹事会によって選出される。 

２ 副代表は、幹事会員の登録者から代表が指名し、幹事会の承認を受けて任命される。 

３ 幹事は、各幹事会員が自己の登録者から指名し、幹事会の承認を受けて任命される。

ただし、代表又は副代表を登録者とする幹事会員は、代表又は副代表をもって幹事の指

名を代替することができる。 

４ 一の幹事会員から複数の役員が任命された場合、その幹事会員は幹事会において議決

権を行使する役員を１名指名する。 

 

（役員の職務）  

第１０条 代表は、本コンソーシアムを代表し、その業務を総括する。  

２ 副代表は、代表を補佐し、代表に事故があるときはその役割を代行する。  

３ 幹事は、代表及び副代表を補佐し、本コンソーシアムの業務を執行する。 

 

（役員の任期）  

第１１条 役員の任期は、任命を受けた日から２０２７年３月３１日までとし、必要に応

じて延長することができる。 

 

（役員の退任及び解任）  

第１２条 役員が次の各号のいずれかに該当するときは、幹事会は、その決議を経て、こ

れを解任することができる。この場合、当該役員の所属する幹事会員が、これに代わる

者を延滞なく推薦することを原則とする。 



(1) 役員本人から申し出があったとき。 

(2) 役員の所属する幹事会員から申し出があったとき。 

(3) 心身の故障のため職務の遂行に堪えられないと認められるとき。  

(4) 本規約への違反等、役員としてふさわしくない行為があったと認められるとき。  

２ 役員の所属する幹事会員が第７条各号のいずれかに該当する場合又はこれに準ずると

認められる場合は、幹事会は、その決議を経て、当該役員を解任することができる。  

  



（幹事会）  

第１３条 本コンソーシアムに幹事会を置く。  

２ 幹事会は、役員及び事務局長をもって構成する。ただし、代表が必要と認めるとき

は、それ以外の者を出席させることができる。  

３ 役員は、幹事会が認めた場合、委任状により、自身が登録された会員の登録者を自身

の代理として幹事会に出席させることができる。 

４ 幹事会員の議決権は、委任状により、議長に委任することができる。 

５ 幹事会は、役員の半数以上かつ幹事会の議決権者の過半数（議決権を委任した者を含

む）の出席をもって成立する。 

６ 幹事会の議事は、幹事会の議決権者の出席者（議決権を委任した者を含む）の過半数

の同意をもって決するものとし、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

７ そのほか、詳細については、別に定める幹事会規則によるものとする。 

 

（幹事会の議事）  

第１４条 幹事会の議事は、次のとおりとする。  

(1) 活動計画の設定又は変更 

(2) 役員の選出及び解任 

(3) 会員の加入及び会員種別の変更 

(4) 毎事業年度の活動計画及び予算の設定又は変更 

(5) 毎事業年度の活動及び決算確認  

(6) 本規約の改廃 

(7) コンソーシアムに関する規則の制定及び改廃 

(8) コンソーシアム内の組織等の設置及び改廃 

(9) その他、コンソーシアムに必要な重要事項 

 

（幹事会の開催）  

第１５条 幹事会は、毎年１回、定期に開催するほか、必要に応じて臨時に開催する。  

２ 幹事会は、代表が招集し、議長は代表又は代表が指名する役員が務めるものとする。 

 

  

削除: また



（連携会議） 

第１６条 本コンソーシアムの企画・運営に係る報告および議論と意見交換を目的とし

て、連携会議を開催する。 

２ 連携会議は、連携会員の連絡担当者として登録された登録者により構成される。 

３ 連携会員は、別途定める方法で届け出ることにより、自身の登録者を代理人として連

携会議に出席させることができる。 

４ 連携会議は、毎年１回、定期に開催するほか、必要に応じて臨時に開催する。 

５ 連携会議の議長は、代表又は代表が指名する者が行う。 

６ 連携会議では、本コンソーシアムの活動計画、毎事業年度の活動計画及び予算、毎事

業年度の活動及び決算について報告するほか、本コンソーシアムの企画・運営に係る事

項について、連携会員と幹事会員、事務局との間で議論と意見交換を行う。 

７ 議長が必要と認めるときは、連携会議に会員以外又は会員の登録者以外の者を出席さ

せることができる。 

 

（ワーキンググループ） 

第１７条 本コンソーシアムの活動を円滑に行うため、特定の事項を議論又は実施するＷ

Ｇを本コンソーシアム内に設置することができる。 

２ ＷＧの構成、運営等については、ＷＧ毎に定めるＷＧ規則によるものとする。 

 

  



（事務局） 

第１８条 本コンソーシアムの事務局は、国立大学法人東京大学光量子科学連携研究機構 

内に置く。  

２ 事務局は、本事業の窓口、広報、総務、企画、経理等の業務を行う。 

 

（事務局職員）  

第１９条 本コンソーシアムの事務局に、事務局長１名、事務職員若干名を置く。  

２ 事務局長は、代表が指名する。  

３ 事務局長の任期は、第１１条の規定を準用する。  

 

（顧問） 

第２０条 本コンソーシアムに顧問をおくことができる。 

２ 顧問は、定数を定めず、代表がこれを指名し、委嘱する。 

３ 顧問は、以下の各号に掲げる業務を行う。 

(1) 本コンソーシアム全般、又は特定のＷＧ若しくは委員会活動等に関する助言及び支

援。 

 (2) 会員間及び本コンソーシアム外との連携支援及び調整。 

   

  



（経費）  

第２１条 本コンソーシアムの運営経費は、会員の負担する会費および本コンソーシアム

の各活動において規定された料金をもってこれに充てるものとする。ただし、本コンソ

ーシアムへの寄附金等（現物等の提供を含む）を充てることを妨げない。  

２ 本コンソーシアムの会計年度は、第２５条第２項で定める本コンソーシアムの事業年

度と同一とする。 

 

（会費および料金）  

第２２条 本コンソーシアムの年会費は以下の各号の通りとする。 

 (1) 幹事会員   ２００万円 

 (2) 連携会員   一口２０万円、一口以上 

 (3) 一般会員   無料 

(4) 国外連携会員 ５０万円（ただし、公的な性格を持つ法人であると幹事会が認めた

国外連携会員については１０万円とする） 

２ 会員のうち、第１７条のＷＧに参加する会員は、各々のＷＧ毎に定めるＷＧ規則に従

い、年会費とは別にＷＧ会費を負担する。 

３ 年会費は原則、当該会計年度内に納めるものとする。 

４ ＷＧ会費は、各々のＷＧ毎に定めるＷＧ規則に従い、当該ＷＧへの参加決定後遅滞な

く納るものとする。 

５ 幹事会の決定により、コンソーシアムの特定の活動について規則が制定されている場

合、その活動に参加する会員は、当該規則に定められた料金を支払うものとする。 

６ 既納の年会費、ＷＧ会費、料金、その他供出金品等は、その理由の如何を問わず一切

返還されないものとする。 

７ 幹事会の判断により、特定の会員の会費や料金の支払い方法について特段の取り扱い

を定めることができるものとする。 

 

  



（情報の取扱い） 

第２３条 本コンソーシアムの活動における情報の取扱いについては、別に定める秘密保

持規則によるものとする。 

２ 本コンソーシアムの活動に、会員の登録者以外の者を参加させる場合は、必要に応じ

て、第１項で規定する取扱に準じた誓約書等の提出を受けるものとする。 

 

 

  



（免責） 

第２４条 本コンソーシアムにおける活動は、すべて各会員の責任において遂行されるも

のとし、本コンソーシアム並びに代表、その他会員及び事務局等は活動に伴ういかなる

事故、物損などの損害についても、一切の責任を負わないものとする。特に、国外連携

会員と連携する際に適用され得る輸出管理関連法令等で必要な手続についても各会員の

責任で行うものとする。 

 

（活動期間と事業年度） 

第２５条 本コンソーシアムは、２０１７年１０月３０日に設立し、２０２７年３月３１

日まで存続する。ただし、幹事会の決議によりこれを延長することができるものとす

る。 

２ 本コンソーシアムの事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終了す

る。 

 

（言語および裁判管轄） 

第２６条 本規約および本コンソーシアムの規則等は日本語を正文とし、準拠法は日本法

とする。また、紛争の専属的合意管轄は東京地方裁判所とする。 

 

（規約の改廃）  

第２７条 本規約の改廃は、幹事会で決定し、国立大学法人東京大学の承認を要する。  

２ 本規約に基づく規則についても、その発効には国立大学法人東京大学の承認を要す

る。 

 

（その他）  

第２８条 本規約に定めるもののほか、本コンソーシアムに関し必要な事項は、幹事会の

決議を経て、別に定めるものとする。  

 

 

  

削除: 必要な

削除: ６

削除: ７



附 則  

１ 本規約は、２０１７年１０月３０日から適用する。  

２ 本コンソーシアムの設立から総会における組織体制の承認を得るまでは、次に掲げる

機関より推薦を受けた者を世話人とする。 

(1) 国立大学法人東京大学 

(2) 国立研究開発法人産業技術総合研究所  

(3) 三菱電機株式会社  

(4) 浜松ホトニクス株式会社  

３ 世話人は、第１６条（規約改定により削除済）の規定に関わらず、本コンソーシアム

設立後最初の総会で役員を決するまでの間、幹事会を構成するものとする。  

４ 本コンソーシアムの設立後最初の総会（規約改定により削除済）は、第１５条第２項

の規定に関わらず、前項に定める世話人が招集し、議長は世話人の中から互選するもの

とする。 

附 則  

本規約は、２０１９年６月７日から施行し、２０１９年４月１日から適用する。 

附 則 

本規約は、２０２１年３月３１日から施行し、２０２１年４月１日から適用する。 

附 則 

１ 本規約は、２０２３年７月２８日から施行し、２０２３年９月１日から適用する。 

２ 施行日に役員を登録者とする推進会員は、適用日より幹事会員とする。それ以外の推

進会員は、適用日より一般会員とする。 

３ ２０２３年度の会費については、前項適用後の会員種別に基づいて１年分請求する。 

附 則 

本規約は、２０２６年２月１０日から施行し、２０２６年４月１日から適用する。 

 


